
 

（記載例） 

個人住民税の特別徴収義務者（事業者）の皆さまへ 

 

１ 個人番号の利用目的について 

個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号。以下「個人情報保護法」

という。）の規定に基づき、個人情報取扱事業者は、特定個人情報を取り扱うに当

たっては、その利用目的をできる限り特定し、かつそれを本人に通知又は公表しな

ければならず、また、当該事業者が特定した利用目的の達成に必要な範囲を超えて、

特定個人情報を取り扱うことはできないこととされています。 

したがって、「特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）」により提供を受け

た個人番号の利用に当たっては、例えば、その利用目的を「給与支払報告書作成事

務」や「源泉徴収票作成事務」等、番号法に基づく関係事務の範囲で特定し、かつ

それを本人に通知又は公表していることが必要であるとともに、その利用目的の達

成に必要な範囲に限って利用する必要があります。 

なお、利用目的を特定個人情報の取得経路ごとに特定（例えば、「本人から取得

した特定個人情報は源泉徴収票作成事務」等）し、本人に通知又は公表している場

合においては、別途、特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）により取得した個人

番号の利用目的を特定し、本人に通知又は公表する必要があります。また、個人情

報保護法第20条及び第21条並びに行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成 25年法律第 27号）第 12条により、特別徴収義

務者は個人番号の取扱いについて、漏えい防止などの必要な安全管理措置を講ずる

必要がありますので御留意ください。 

 

２ 特別徴収義務者の個人番号の収集について 

個人番号の収集ができていない従業員等については、引き続き個人番号の収集に

努めるようお願いいたします。 

※番号法第６条 

個人番号及び法人番号を利用する事業者は、基本理念にのっとり、国及び地方公共

団体が個人番号及び法人番号の利用に関し実施する施策に協力するよう努めるもの

とする。 

 




